
［事案 23-28］手術給付金請求  

・平成 23年 8月 31日 裁定終了 

＜事案の概要＞ 

交通事故により骨折して手術を受け、さらに電磁波治療法を受けた申立人が、電磁波治

療法に対して手術給付金を支払うことを求め申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 申立人は、平成４年に定期付終身保険に加入していたところ、平成 21年３月に交通事故

により骨折し、骨折観血手術を受け、引き続き、難治性骨折電磁波治療法を受けた。骨折

観血手術については、手術給付金が支払われたものの、難治性骨折電磁波治療法には手術

給付金が支払われなかった。医科診療報酬点数表において「難治性骨折電磁波電気治療法

は、観血的手術を行っても治癒しない難治性骨折に対して行った場合に限り算定する」と

されていることから、「難治性骨折電磁波電気治療法」は、観血的手術と一連の手術とみな

し、手術給付金を支払ってほしい。 

＜保険会社の主張＞ 

 下記理由により、請求に応ずることはできない。 

(1) 手術給付金の支払の対象となる手術については、「手術給付金疾病入院約款」の別表「手

術給付倍率表」に「手術の種類」を掲載しており、診断書に記載された手術について

この「手術の種類」のいずれかに該当するかを判断して、該当する給付倍率の支払い

を行っている。 

(2) 「難治性骨折電磁波電気治療法」については、この「手術の種類」に該当する項目が

ないため、手術給付金は支払い対象外となる。関連する項目として「12．四肢骨・四

肢関節観血手術（手指・足指を除く）」があるが、「難治性骨折電磁波電気治療法」は

観血手術ではなく、これには該当しない。 

＜裁定の概要＞ 

裁定審査会では、申立書、答弁書等の書面の内容にもとづき審理し、下記（１）の事実

が認められるので、下記（２）の理由により申立人の主張には理由がなく、本件申立内容

を認めることは出来ないので、指定（外国）生命保険業務紛争解決機関「業務規程」第 37

条にもとづき、裁定書をもってその理由を明らかにして裁定手続きを終了した。 

(1) 認められる前提事実 
①申立人は、平成 21 年 3 月、交通事故により右橈骨および右尺骨を骨折し、翌月 3 月に

入院し、入院期間中に右橈骨および右尺骨の「骨折観血的手術」を受けた。 
②平成 21年７月以降、申立人は、難治性骨折超音波治療法を受けた（なお、申立人は、

受けた治療が難治性骨折電磁波電気治療法であると主張しているが、証拠上は、難治

性骨折超音波治療法であると判断でき、難治性骨折電磁波電気治療法を受けたとは判

断できない）。 

(2) 裁定審査会の判断 



  本件で問題となるのは、申立人の受けた「難治性骨折超音波治療法」が、約款所定の

給付対象である「四肢骨・四肢関節観血手術（手指・足指を除く。）」に当たるかという

ことである。約款によれば、四肢骨の手術としては、観血手術のみを手術給付金の対象

とするところ、観血手術は、その文言から「皮膚等に切開を加えて、病変部を露出して

行う手術である。」と解され、「難治性骨折超音波治療法」が、その要件に該当しないこ

とは文言上明らかである。 

  よって、申立人の受けた「難治性骨折超音波治療法」は、約款に該当する手術給付金

支払の対象とならない。 

 

 

 

 

 

 

 


